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1. はじめに 

市場に普及し始めた自動運転車の主な目的は，

運転補助や安全確保であり，渋滞緩和・抑制に

向けた交通流最適化ではない。しかし，自動運

転による操作は「どんな状況でどんな走行(加減

速)をするか」ルールさえ明らかになれば人より

も精緻な速度制御が可能である。そこで，本研

究では交通流の最適化の実現を目的とした運転

戦略の獲得を考える。 

既存研究の運転戦略[1]はヒューリスティクス

であるため最適な戦略とは限らない。これに対

して提案手法では，自動運転車の走行情報を基

にした学習により運転戦略を獲得する。具体的

には，各自動運転車が運転戦略(以後方策と記

す)を共有しながら，走行情報を基に方策を更新

し，更新結果を再び共有することを繰り返す。

計算機実験の結果，提案手法の方策を導入する

ことで，導入しなかった時よりも交通流量，停

止時間が改善した。 
 

2. 問題設定 

自動運転車普及過程における自動運転車と手

動運転車が混在した交通流はセルオートマトン

モ デ ル の 一 つ で あ る 視 界 共 有 型 Nagel-

Schreckenberg[2]を基に再現する。各自動車に

対して，視界共有できる自動車とできない自動

車を設定可能にして，それぞれを自動運転車と

手動運転車とした。また，文献[3]を基に複数車

線における車線変更ルールを導入した。自動運

転車の場合，前を走る自動運転車と視界共有を

行いながら走行しつつ，与えられた方策に従っ

て加減速を行う。手動運転車の場合，道路上の

一部区間で確率的に減速し，手動運転時に発生

する「速度の揺らぎ」を再現している。 

図 1に，横軸を自動運転車普及率，縦軸の左側

を交通流量，右側を一台当たりの停止時間とし

た，方策を導入しない時の視界共有型 Nagel-

Schreckenberg のグラフを示す。普及率が大きく

なるにつれて，交通流量は大きく，停止時間は

小さくなっている。普及率 0 から 0.35 までの間，

交通流量に変化が無いことから，自動運転車普

及過程の，特に初期段階における方策の導入が

交通流を改善すると考えられる。 

 

3. 提案手法 

図 2に方策の導入方法の概観を示す，自動運転

車は一定の間隔に設置された路車間通信インフ

ラから，その間隔内における方策を受けとる。

本論文ではこの方策を学習によって獲得する。

自動車の行動が後から遅れて交通流に影響を及

ぼす点，および，手動運転車に不確実性が存在

する点を考慮して，強化学習(Q 学習)[4]を用い

る。 

3-1. 強化学習 

自動運転車を学習主体のエージェント，環境

モデルを〈𝑆, 𝐴, 𝑅, 𝜋〉と定義し，𝑆は状態集合，𝐴は

行動集合，𝑅は報酬関数，𝜋は方策を表す。エー

ジェントは時刻𝑡において，状態𝑠𝑡 ∈ 𝑆を観測し，

方策𝜋に基づいて行動𝑎𝑡 ∈ 𝐴を選択する。その後，

時刻𝑡 + 1では次状態𝑠𝑡+1に遷移し，報酬𝑟𝑡 ∈ 𝑅を

得る。この繰り返しの中で Q学習では行動価値関

数𝑄(𝑠𝑡 , 𝑎𝑡)を式(1)によって更新する。行動は𝜀-

greedy 選択により探索率𝜀でランダム行動，それ

以外は𝜋 (𝑚𝑎𝑥
𝑎

𝑄(𝑠𝑡, 𝑎))として状態𝑠𝑡で𝑄が最大と

なる行動をとる。ここで𝛼は学習率，𝛾は割引率

で，それぞれ学習結果を反映する割合，将来の

報酬を割引して反映する割合を示す。 

図 2 方策の導入方法の概観 
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図 1 視界共有型 Nagel-Schreckenberg による自

動運転車普及率と交通流量・停止時間の関係 
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表 1 計算機実験の結果 

 方策無し 方策あり 

交通流量 0.7 1.0 

停止時間[step] 1094.1 2.7 
 

𝑄(𝑠𝑡 , 𝑎𝑡) ← 

𝑄(𝑠𝑡 , 𝑎𝑡) + 𝛼 [𝑟𝑡 + 𝛾𝑚𝑎𝑥
𝑎

𝑄(𝑠𝑡+1, 𝑎) − 𝑄(𝑠𝑡 , 𝑎𝑡)] (1) 

 

3-2.方策共有 

本問題は，複数の学習主体が存在するマルチ

エージェント環境であるため，エージェント間

の分散協調による交通流制御が必要である。分

散協調を実現するために，方策𝜋をエージェント

間で共有しながら学習を行う。図 3に示す通り，

各エージェントは共有した方策に従って行動を

決定し，式(1)を更新する。また更新結果を時刻

𝑡 + 1で再び共有する。すなわち，あるエージェ

ントの更新結果を全てのエージェントが参照し

利用可能となる。 

 

4. 計算機実験 

4-1. エージェントの状態・行動・報酬 

 エージェントが時刻𝑡で観測できる状態𝑠𝑡は

「自分の速度・車間距離，通信相手との距離，

通信相手の速度・車間距離」の全 49392 状態とし，

そのときの行動は「減速する・しない」の 2行動

である。報酬𝑟𝑡は自動車が停止した時，または，

車線変更によって前に割り込まれるほどの車間

距離を空けた時に負の報酬を与える。 

4-2. 実験結果および考察 

道路長 100[セル](確率的減速が適用されるセ

ル5[セル])の3[車線]，減速確率0.05，車両密度

0.3，自動運転車普及率 0.2 に設定した。周期的

境界条件で交通状況(車両密度と自動運転車普及

率)を固定して効率よく同状況の学習を可能にし

た。自動車は制限速度 5[セル/step]，自動運転

車は視界共有台数 2[台]，車車間通信可能範囲

100[セル]とした。10000[step]を 1[エピソード]

として 200[エピソード]繰り返す。学習率𝛼は

0.01，割引率𝛾は 0.9，探索率𝜀は 0.01 に設定し

た。最後の 10[エピソード]は学習率𝛼と探索率𝜀

を 0に設定し，このときの交通流量および一台当

たりの停止時間の平均値を実験結果として表 1に

示す。 

表 1が示す通り提案手法の方策導入によって，

交通流量，停止時間ともに改善した。特に停止

時間は 0に近く，渋滞の抑制ができたと考えられ

る。 

 図 4に，横軸をエピソード，縦軸の左側を交通

流量，右側を 1台当たりの停止時間とした，学習

曲線を示す。交通流量，停止時間ともにエピソ

ードの初期段階から徐々に改善され，最終的に

収束している。 

 

5. まとめと今後の課題 

本研究では，自動運転車の運転戦略導入によ

る交通流最適化を目的として，強化学習を用い

た運転戦略の獲得法を提案した。提案手法では

マルチエージェント環境下で，全エージェント

が方策共有した状況で学習した。計算機実験の

結果，提案手法によって獲得した運転戦略を導

入した場合，しない場合と比較して交通流量と

停止時間ともに改善した。 

 今後の課題として，合流や車線減少などの

様々な交通状況に対する提案手法の適用可能性

を調べること。また，マルチエージェント環境

下で，方策共有する強化学習の解の収束性や最

適性を理論的側面からの検討することを挙げる。 
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図 4 学習曲線(最後の 20[エピソード]時の交通流

量の拡大図を右上に，停止時間を右下に示す) 

図 3方策共有による行動価値関数の更新の流れ 
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